
2025年5月28日に成立した日本初のAI特化法「人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関す
る法律」（AI推進法）は、世界のAI規制動向の中で独自の位置を占める重要な法律である 。
本法は「ソフトロー」アプローチを採用し、イノベーション促進を重視する一方で、海外からは実効
性への疑問も呈されている 。EU AI法の厳格な規制アプローチや米国の国家安全保障重視とは対照
的に、日本は柔軟性と産業競争力強化を両立させる道を選択した 。しかし、AI人材不足や国際
競争力の遅れなど、日本が克服すべき課題は山積している 。

AI推進法は全28条から構成される包括的な基本法として制定された 。本法の最大の特徴は、EU AI

法のような厳格な規制ではなく、AI技術の研究開発と社会実装を促進することを主目的とした「推進
型」の法律である点にある 。

Timeline of Japan's AI Promotion Law from initial cabinet approval to planned implementation

phases

日本の「AI推進法」徹底分析：世界の評価と課題の全
貌
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日本AI推進法の概要と特徴

法律の基本構造と目的

[9]

[3] [10]



法律の核となる4つの柱は以下の通りである ：

第一の柱：基本理念と責務の明確化

第二の柱：基本的施策の実施

第三の柱：AI基本計画の策定

第四の柱：AI戦略本部の設置

本法の最も特徴的な点は、罰則規定を設けない「ソフトロー」として設計されていることである
。これはEU AI法が最大3500万ユーロの制裁金を科すハードローであるのとは対照的なアプロー

チである 。

[11] [12]

AIの開発・提供・利用における基本理念の策定

国、地方公共団体、研究開発機関、活用事業者、国民それぞれの責務を規定

人間の尊厳と個人の権利利益の保護を前提条件として明記 [13]

研究開発の推進と財政支援

AI人材の育成と教育振興

データセンター等のインフラ整備

国際協力の推進 [10]

政府によるAI研究開発・活用推進に関する基本計画の策定

閣議決定による計画の正式化と公表 [11]

内閣総理大臣を本部長とする強力な推進体制

全閣僚をメンバーとする省庁横断的な組織 [14] [12]

ソフトローとしての性格と実効性の課題

[15]
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Japanese politician speaking at a podium in the Diet building.

この柔軟なアプローチには以下のメリットとデメリットが存在する ：

メリット：

デメリット：

EUは世界初の包括的AI規制法である「EU AI法」を制定し、リスクベースの厳格な規制アプローチを
採用している 。日本のソフトローアプローチに対するEUの評価は複雑である 。

肯定的評価：

[16]

技術革新のスピードに柔軟に対応可能

過度な規制による萎縮効果を回避

事業者の自主的な取り組みを促進

実効性の確保が困難

リスク対応における強制力の不足

国際的な信頼性への疑問 [15]

国際的な評価と比較分析

EU諸国からの評価：理解と懸念の二面性

[5] [6] [1] [4]

イノベーション促進への理解：日本の柔軟な枠組みからのスタートという姿勢に一定の理解 [1]



懸念点：

Comparison of global AI regulatory approaches showing Japan's strong innovation focus with

flexible regulation

米国は包括的な連邦法よりも既存法の適用とセクター別アプローチを重視している 。日本のAI
推進法に対する米国の反応は概ね好意的である 。

Business Software Alliance (BSA)などの米国ビジネス団体は、日本のAI推進法を「日本企業および
政府の成長と効率性を加速させるもの」として歓迎する声明を発表している 。

米国が評価する点：

関心を示す領域：

技術開発阻害の回避：過度な規制によるイノベーション萎縮の防止 [4]

実効性への疑問：法的拘束力のないソフトローがAIリスクにどこまで対応できるか [1]

国際基準との整合性：EUが目指すグローバルスタンダードとの齟齬 [4]

米国の反応：イノベーション重視の方向性への共感

[5] [4]

[4]

[4]

イノベーション志向への共感

規制による技術発展阻害の回避

民間主導のAI開発促進 [4]

具体的なリスク対応策

サイバーセキュリティ対策



中国、韓国、シンガポールなどアジア主要国も独自のAI戦略を進める中で、日本の動向に注目してい
る 。特に韓国のAI基本法は日本のAI推進法と類似したアプローチを採用している 。

アジア諸国の関心事項：

日本は「広島AIプロセス」を主導し、G7レベルでのAI国際ルール形成に積極的に関与している
。

Group Photo From the G7 Digital and Tech Ministers' Meeting in Takasaki, Gunma, April 2023.

広島AIプロセスの成果：

国家安全保障との整合性 [4]

アジア諸国の注目：地域協力への期待

[1] [17] [17]

自国戦略への参考事例としての活用

地域におけるAI協力体制の構築

知的財産権保護などの個別課題への対応 [1]

国際的なルール形成における日本の位置づけ

[18]

[19]

「全てのAI関係者向けの広島プロセス国際指針」の策定

「高度なAIシステムを開発する組織向けの広島プロセス国際行動規範」の制定

多様なステークホルダーの参加促進 [18] [19]



この国際的イニシアチブは、日本のソフトローアプローチが単なる規制回避ではなく、建設的なAIガ
バナンスを目指していることを示している 。

AI推進法の成立に対する国内の反応は、おおむね肯定的である一方で、具体的な実効性への懸念も表
明されている 。

参考人質疑での専門家意見 ：

松尾豊氏（東京大学）：

生貝直人氏（一橋大学）：

田中邦裕氏（さくらインターネット）：

日本共産党の井上哲士議員は参議院本会議で、法案が「推進一辺倒」であり、国民が求めるAIの規制
や法的対策の強化が不足していると批判した 。

主な批判点：

[20]

国内の反応と評価

政界・経済界の評価

[21] [22]

[21]

日本のAI政策をChatGPT登場以降「ほぼ満点」と評価

AI利活用の各分野での推進を強調

東大でのAI講義受講者が年間2.7万人に達するなど、若者のAI学習熱の高まりを指摘

複数領域に関わるリスクへの「省横断的対応を可能とする基盤法制」として評価

民間共同規制の考え方との整合性を重視

多様なステークホルダーの実効性ある参加の必要性を強調

日本の「デジタル敗戦」からの巻き返しの可能性を指摘

「国力を強くするAIか、国富を流出させるAIか」という二面性を強調

海外事業者とのイコールフッティング確保の重要性 [21]

野党からの批判と懸念

[22]

プライバシー権侵害の危険性

著作権保護の不十分さ

AIの軍事利用への懸念

包括的なAI規制強化の必要性 [22]



日本企業のAI導入は近年急速に進展している一方で、本格的な活用にはまだ課題が残っている 。

導入状況の現状：

Three Japanese businessmen in discussion at a round table.

業種別導入率：

企業界の反応

[23]

2023年春：生成AIを業務で利用したことがある企業は約10%

2023年秋：73%まで急増

本格活用企業：2024年中頃でも17.3%に留まる [23]

情報通信業：35.1%

金融・保険業：29.0%

卸売・小売業：13.4%

運輸・郵便業：9.4% [23]

日本が直面するAI分野の課題



経済産業省の2019年調査によると、2030年にはAI人材が最大12.4万人不足すると予測されている
。これは日本のAI戦略において最も深刻な課題の一つである 。

Japan's most pressing AI challenges, with human resources and international competitiveness

ranking highest in severity

人材不足の背景：

政府の対応策：

日本のAI分野への投資は国際的に見て大幅に不足している 。

投資格差の現状：

AI人材不足の深刻化

[7] [8]

AI・データサイエンス人材の絶対数不足

大学のAI研究と産業連携の不足

博士課程進学率の低さと優秀層の海外流出 [8]

「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度」の推進

GENIAC（生成AI開発力強化プロジェクト）の実施

産学官連携による人材育成プログラム [7]

研究開発投資と国際競争力の課題

[24] [8]

2023年AI分野民間投資：日本約7億ドル（世界12位）vs 米国約672億ドル（1位）



特許出願数での劣勢：

AIの発展には大量の電力を消費するデータセンターが不可欠だが、日本では電力供給や土地確保の制
約が課題となっている 。

データセンターの課題：

生成AIの普及に伴い、著作権侵害のリスクが社会問題化している。現行の著作権法第30条の4の解釈
だけでは、新たなリスクへの対応に限界がある。

主要な論点：

石破茂首相は2025年6月2日、AI戦略本部を今秋までに立ち上げる方針を表明し、基本計画について
は今冬までの策定を指示した 。

実装スケジュール：

生成AI利用経験：日本9% vs 米国46%、中国56%

AI規制必要性を感じる日本人：77% [24]

生成AI関連特許出願数：中国30,124件、米国12,530件、韓国4,123件、日本1,408件

日本は韓国・欧州にも及ばず世界5位に後退 [25]

データインフラと電力供給の制約

[26]

AI向けサーバーは従来の10倍の電力消費

冷却技術の革新が必要（空冷から水冷へ）

国内データセンターの8割が東京・大阪圏に集中

電力の安定供給が最重要課題 [26]

著作権と生成AIの法的整備

AI学習における著作物の無断利用

生成物の著作権性

クリエイターの権利保護

RAG（検索拡張生成）における軽微利用の範囲

実装と今後の展望

AI戦略本部の設置と基本計画策定

[14]

2025年秋：AI戦略本部設置

2025年冬：AI基本計画策定

継続的：施策の調整と実施 [14]



Attendees at a Japanese business meeting, potentially discussing AI strategies.

政府はAI・半導体分野に2023-2025年度で1.9兆円、2030年度までに公的支援で10兆円超を目指す
と発表している 。

主要な投資分野：

日本は「広島AIプロセス・フレンズグループ」を主導し、G7を超えた国際的なAIガバナンス体制の構
築を目指している 。

今後の国際展開：

予算措置と産業振興策

[17]

AI研究開発の促進

データセンター等インフラ整備

AI人材育成プログラム

中小企業のAI導入支援 [17]

国際協力と標準化への貢献

[19]

OECD AI原則の改訂への貢献 [27]

国連におけるAIガバナンス議論への参加 [19]

アジア太平洋地域でのAI協力体制強化 [20]



AI推進法の実効性を確保するためには、民間セクターとの密接な連携が不可欠である 。

A business meeting discussing an AI chatbot system.

連携の重点分野：

民間セクターとの連携強化

[16] [12]

製造業×AI（予知保全・品質管理）

医療AI（診断支援・創薬支援）

ロボティクスとAIの融合

組み込み系AI開発 [8]



日本のAI推進法は、世界的なAI規制の潮流の中で独自の「第三の道」を提示した意義深い法律である
。ソフトローアプローチによるイノベーション促進と、人間中心のAI社会原則の両立を目指

す日本の姿勢は、技術の急速な進歩に柔軟に対応する新たなガバナンスモデルとして注目されている
。

しかし、AI人材不足、研究開発投資の遅れ、国際競争力の低下などの構造的課題は依然として深刻で
ある 。これらの課題を克服し、AI推進法の理念を実現するためには、官民一体となった継続的
な取り組みが不可欠である。

Two Japanese men collaborating on a laptop in an office setting.

特に重要なのは、ソフトローの限界を補完する具体的な実行メカニズムの構築である 。AI戦略本
部の強力なリーダーシップの下、基本計画の着実な実施と国際協力の深化を通じて、日本が「最もAI
を開発・活用しやすい国」となることが期待される 。

世界がAIガバナンスの最適解を模索する中で、日本のアプローチがどのような成果を生み出すかは、
国際的にも大きな関心事となっている 。日本の経験は、技術革新と社会的責任を両立させる新
たなAIガバナンスのモデルケースとして、世界のAI発展に重要な示唆を提供する可能性を秘めている
。

⁂

結論：日本のAI戦略の意義と課題
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